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研究成果の概要（和文）：本研究では，「人権教育」「市民性」「社会科授業」の３つの視点をもとにして，日
本・中国・韓国・台湾などの学校現場のリサーチから理論的枠組みを導出し，人権教育を核にした「東アジア
型」社会科授業を構築した。特に，本研究では，「判決書教材」を活用し，東アジアにおける人権教育を核とし
た「市民性」を育成するための社会科授業モデルの構築を目的として，（１）「人権教育」「市民性」「社会科
授業」の比較・検討のための分析的な枠組みの考察，（２）日・中・韓の学校現場でのリサーチによって構築さ
れた理論的な枠組みの検証，（３）「東アジア型」社会科授業への実践的なパースペクティブの構築とそのモデ
ル化の３点を明らかにした。

研究成果の概要（英文）：In this study, based on the three perspectives of "human rights education",
 "Citizenship" and "Social Studies class", a theoretical framework was derived from research on 
school sites such as Japan, China, Korea and Taiwan, and the "East Asian" Social Studies class, 
which centered on human rights education, was constructed. In particular, the purpose of this study 
is to construct a social studies class model to foster "citizenship" based on human rights education
 in East Asia by utilizing the "Judgment Materials". As a result, We clarified three points. (1) A 
study of analytical frameworks for comparison and examination of "Human rights education" and "
citizenship", "social studies classes", (2) Verification of theoretical frameworks constructed by 
research at school sites in Japan, China and Korea, (3) The construction of a practical perspective 
to the East Asian social Studies class and its modeling.
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１．研究開始当初の背景 
 
東アジアでは，２１世紀を生きる子どもた

ちに向けて，「市民性」を育成する社会科授
業が模索されている。 
例えば，日本社会科教育学会や全国社会科

教育学会をはじめ，社会科教育を中心的な研
究テーマとする学会においても，東アジアを
意識したシンポジウムが何度も開催され，そ
のなかで，新たな「市民性」を構築すること
が共通の課題となっている。 
 特に，グローバル化に向けた学校教育への
取り組みが東アジア各国で進められるなか
で，その基盤となる価値観形成に寄与できる
具体的な授業プログラムの策定が急務とな
っている。しかし，東アジアにおける価値観
の多様性を理解する授業方法は充分なもの
ではない。では，東アジアにおいて共通の価
値観をもった「市民性」を育成する可能性は
ないのだろうか。 
こうした学術的背景から本研究では，東ア

ジアにおいて追究すべき「市民性」を育成す
る授業モデルとして，「人権教育」を核にし
た社会科授業を構築することを検討する。 
そこで，本研究では，「判決書教材」を活

用し，東アジアにおける人権教育を核とした
「市民性」を育成するための社会科授業モデ
ルの構築を目的としている。具体的には，以
下の３点を明らかにする。 
（１）「人権教育」「市民性」「社会科授業」
の比較・検討のための分析的な枠組みの考察 
（２）日・中・韓の学校現場でのリサーチに
よって構築された理論的な枠組みの検証 
（３）「東アジア型」社会科授業への実践的
なパースペクティブの構築とそのモデル化 
 
２．研究の目的 
 
本研究では，「人権教育」「市民性」「社会

科授業」という３つのキーワードをもとにし
て，日本・中国・韓国の学校現場でのリサー
チから理論的枠組みを導出し，社会科授業の
パースペクティブのモデル化によって，人権
教育を核にした「東アジア型」社会科授業を
構築する。 
本研究には，以下のような特色があり，学

術的かつ社会的な意義が期待される。 
 学術的な特色は，東アジアにおいて共通の
価値観をもった「市民性」を育成する可能性
を示すことにある。 
東アジアの「社会科」は「市民性」を育成

する教科として位置づけを与えられている。
しかし，「市民性」が包含する資質や能力は
多様なものであり，その具体像が十分に捉え
られていない。その点を東アジアの教師と子
どものリサーチから解明する。 
社会的な意義は，人権教育を核にした「東

アジア型」社会科授業の具体像を示すことに
ある。２１世紀を生きる子どもたちが東アジ
アを舞台に世界へと羽ばたくには，「人権」

を核とした共通する価値観をもつことが必
要となる。本研究で検討する「東アジア型」
社会科授業は，そのための理論的な枠組みと
モデルを提供するものであり，その意義は大
きいものである。 
 
３．研究の方法 
 
本研究の方法の視点から「斬新さとチャン

レジ性」に着目すると，以下のような新たな
研究への派生や発展の可能性をもとに研究
を進めることができる。 
（１）研究の方法論：教育史・カリキュラム・
評価の３つの視点で授業を把握する点にあ
る。 
本研究は，「東アジア」型社会科授業のモ

デルとしての人権教育を核に「市民性」の内
実を捉えようとするものである。その際，社
会科授業の多様性を把握する方略として教
育史論的アプローチ，カリキュラム論的アプ
ローチ，評価論的アプローチを試みることに
よって，「東アジア」型社会科授業のモデル
をより効果的に説明することが可能となる。 
（２）研究の対象：東アジアの「社会科」を
授業場面というフィールドから捉える点に
ある。 
 本研究では，「人権教育」「市民性」「社会
科授業」という３つの枠組みから「東アジア」
型社会科授業の新たなパースペクティブを
構築する。東アジアの社会科のカリキュラム
に見られる特徴として，地理・歴史・公民と
いった領域別の授業構成があるが，それらを
総合的に分析しながら，「市民性」の可能性
を探究することが社会科授業の新たな可能
性を拓くものと考えている。そこで，日本・
中国・韓国の社会科の授業場面から「人権教
育」に対する教師と子どもの意識をリサーチ
し，授業研究のあり方を比較する。 
（３）研究成果の還元：研究者と実践者の相
互交流による相乗効果が期待できる点であ
る。 
本研究では，研究者だけの理論的な分析に

陥ることなく，実践者をも巻き込んだ日本・
中国・韓国の連携によって，「人権」を共通
の価値観とする社会科授業を比較・分析する。
それによって得られた研究成果を，国内外の
学会で報告するとともに，教育現場の教師や
子どもに還元することで，人権教育を通した
「市民性」育成に寄与することができる。 
さらに，本研究は，以下のような斬新さと

チャンレジ性を有している。 
（１）研究の方法論：東アジアの社会科授業
を「人権教育」を核に据えて分析する点にあ
る。 
日本・中国・韓国において社会科授業を比

較する研究手法はこれまでも行われてきた。
しかし，「人権」という共通の価値観をもと
にして，東アジアの社会科授業を分析しよう
とする研究はいまだ十分ではない。本研究は，
東アジアで模索されている新たな「市民性」



を育成する社会科授業を「人権」を核にして
研究を進めていく点に，斬新さがある。 
（２）研究の対象：東アジアの社会科授業を
教師と子どもの関係性から解明する点にあ
る。 
「市民性」を育成していくために，人権感

覚の共有化が東アジアで課題となっている。
しかし，「人権」を考えるための教材の比較
検討はなされていない。日本・中国・韓国に
おいて教師や子どもは「人権」をどのような
ものとして捉えているのか。本研究では，東
アジアのより具体的な教材を事例としなが
ら，人権教育を核にした社会科授業が成立す
る要因を教師と子どものリサーチによって
解明していこうとする点に，斬新さがある。 
（３）研究成果の還元：東アジアの社会科授
業を理論と実践の双方から構築する点にあ
る。 
 これまでにも歴史教育の分野では共通教
材を開発することでお互いの歴史への理解
を深めてきた。しかし，現時点では，歴史の
溝を埋める段階には至ってはいない。本研究
では，人権教育のアプローチから得られた成
果を，日本・中国・韓国でお互いに議論し合
い，「東アジア型」社会科授業のモデルを構
築しようとする点に，チャレンジ性がある。 
 
４．研究成果 
 
本研究では，研究テーマとして掲げた「「判

決書教材」を活用した「市民性」を育成する
東アジア型社会科授業の総合的研究」を，以
下の５つの段階で明らかにした。 
（１）日本・中国・韓国における「市民性」
の比較・検討のための枠組みの分析 
（２）日本・中国・韓国における「人権教育」
の比較・検討のための枠組みの分析 
（３）日本・中国・韓国における「社会科授
業」の比較・検討のための枠組みの構築 
（４）（１）～（３）をもとにした文献・ア
ンケート調査等の結果の検証 
（学校現場における社会科授業の観察と教
師へのインタビューの実施） 
（５）構築された枠組みとその検証結果を踏
まえた「東アジア型」社会科授業のパースペ
クティブのモデル化 
こうしたアプローチにより本研究では，３

か年の研究期間で，以下のような所定の研究
成果を得た。 
（１）初年度は，日本・中国・韓国での文献・
アンケート調査を実施した。 
（２）次年度は，調査結果をもとに，学校現
場における人権教育の実際とそこで育成さ
れる「市民性」の具体像を授業観察やインタ
ビュー調査から比較・検討した。  
（３）最終年度は，（１）（２）をもとに，「東
アジア型」社会科授業のパースペクティブを
モデル化し，研究成果として国内外の学会な
どで報告した。 
 

＜平成２７年度の研究成果＞ 
（１）東アジアで模索されている「市民性」
を文献やアンケート調査でリサーチした。 
日本・中国・韓国の社会科教育に関する文

献をリサーチし，「市民性」について共通理
解を図る。それをもとに学校現場へアンケー
ト調査等を実施した。 
（２）東アジアの研究者や実践者との連携を
図り，授業分析の枠組みを検討した。 
 日本・中国・韓国の社会科教育に関わる研
究者や実践者と研究交流を図り，「市民性」
に対する東アジア各国の取り組みについて
意見を交換する。また，それらを支える授業
分析の枠組みを抽出して，学会や研究会など
で報告した。 
＜平成２８年度の研究成果＞ 
（１）昨年度の分析・結果を整理し，より深
化させる。必要に応じて追調査も実施した。 
 文献やアンケート調査を補い，理論的な分
析枠組みの精度を向上させた。 
（２）東アジアの学校現場での「人権教育」
を教材化した社会科授業の比較・分析した。 

日本・中国・韓国の社会科教育に関する文
献を検討し，「人権教育」への共通理解を図
る。それをもとに学校現場へのアンケート調
査等を実施した。 
（３）東アジアの学校現場での社会科授業の
観察や教師へのインタビューを実施した。 
 日本・中国・韓国の社会科教育を担当する
教師に依頼して，授業の観察やインタビュー
を行い，東アジア各国での「人権教育」のあ
り方を分析した。 
＜平成２９年度の研究成果＞ 
（１）昨年度の分析・結果を整理し，より深
化させる。必要に応じて追調査も実施した。 

文献やアンケート調査を補い，理論的な分
析枠組みの精度を向上させた。 
（２）「東アジア」型社会科授業に向けた実
践的なパースペクティブを構築した。 
東アジア各国での「人権教育」「市民性」

を核にした社会科授業の観察やインタビュ
ー，文献調査等の研究成果を踏まえ，実践的
な枠組みを析出した。 
（３）（２）をもとにして，人権教育を核に
した「東アジア型」社会科授業を提案した。 
 本研究のまとめとして，理論的・実践的な
枠組みから導出した人権教育を核にした「東
アジア型」社会科授業のパースペクティブを
もとに，そのモデル化を図る。それとともに，
学会や学校現場でモデルの検証と報告を行
った。 
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